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質問・回答 内 容 

質問要旨 【質問１】「指定期間の5年目に協議をおこなうもの」となっているが、

その期間に大幅なインフレ物価上昇、光熱費上昇、材料費高騰、外注

費上昇、最低賃金上昇、不測の事態による収入減など起こった場合、

単年度での協議に応じて頂くことは可能なのでしょうか？ 

※小泉潟公園と共通でお願いします 

 

【質問２】様式2-2業務計画書の項目9の県の重要施策推進に係る項目

は、共同企業体の場合それぞれの構成員会社で取り組んでいることを

記入するのでしょうか？ 

 

【質問３】北欧の杜公園のレストラン内の、設備等の更新等に係る費

用は申請者負担になるのでしょうか？ 

 

【質問４】小破修繕や備品購入の費用は、年間いくらを見込んでいる

でしょうか。 

 

回  答 【回答１】指定期間の5年目にかかわらず、特別な事情が生じた場合に

は協議可能です。この内容について、基本協定の締結にあたり合意す

るものとします。 

 

【回答２】共同企業体として提案する場合、「賃金水準の向上」と「女

性の活躍推進」の各評価項目について、各構成員それぞれの取り組み

内容を個別に記入してください。 

 

【回答３】大規模な修繕や設備の更新など、小破修繕に該当しない費

用は、県が負担します。 

 

【回答４】小破修繕や備品購入に充当できる費用は、指定管理料の限

度額内で設定されています。この限度額は、前期の実績に加え、昨今

の賃金上昇や物価高騰を考慮して算出しています。 

 

 


